
はじめに

　『同友会景況調査ＤＯＲ』（中小企業家同友会全

国協議会・企業環境研究センター，以下ＤＯＲと

する）は，２００３年で調査開始後１４年目を迎える。

バブル崩壊後の日本経済を同友会会員企業の目

から見た姿がこの調査には凝縮されている。筆

者は，『企業環境研究年報』第６号でＤＯＲ５０号を

記念してＤＯＲの特徴，優位性を確認するととも

に，今後の課題を５点にまとめておいた１）。そ

の第２点目が，定期調査の結果を掘り下げ，さ

らに深く解明する調査の必要性である。

　ＤＯＲ調査には，業況や売上の状況のみでなく，

経営環境に関する問題発見のための項目も含ま

れている。採算理由，経営上の問題点，力点，

努力などである。こうした項目の回答には，経

営環境変化について解明しなければならないさ

まざまな問題が凝縮されている。そこで，それ

をさらに深く解明する調査もまた必要となって

くる。ＤＯＲでは，２０００年第Ⅱ四半期からオプ

ション項目が付加されている。もちろん，問題

の解明がオプション項目ですべて片づくことは

なく，さらにヒアリング等の調査も必要となる

が，そうした調査の積み上げによって政策的主

張の裏づけが一層厚みを増すことになる。

　ＤＯＲ２００２年特別調査『経営環境の変化と対

応』は，こうした位置づけの中で実施された。０１

年後半以来，中小企業の倒産・廃業が激増して

きていることがＤＯＲオプション調査のなかで

明らかになってきた。企業環境にどのような変

化が生じているのか，地域産業の空洞化とのか

かわりはどうか，こうした変化の中で会員企業

はどのような対応を試みているか，こうした点

を解明する必要が生じてきたのである。調査は，

２００２年８月に実施され，これまでで最大の４,０２７

社から回答がえられた。本稿では，ＤＯＲ調査の

積み上げの中でこの結果をとらえ，経営環境激

変下での中小企業政策，中小企業経営のあり方

を考える一助としたい。

１　９７年以降の経営環境の変化

（１）業況判断における規模別格差の進行

　図１は，代表的な中小企業景況調査である中

小企業庁・中小企業事業団『中小企業景況景況

調査』（以下，企業庁調査とする），中小企業金

融公庫『中小企業動向調査』（以下，中小公庫調査

とする）における前年同期比・業況判断ＤＩ（好転

マイナス悪化％）とＤＯＲのそれを比較したもの

である。第６号でも指摘したように，９７年を境

に３つのＤＩ値系列の動きは大きく変化してき

ている２）。

　まったく異なる対象企業であるにもかかわら

ず，９７年第Ⅱ四半期以降，ＤＯＲと中小公庫調査

の業況判断ＤＩは，極めて近い値をとるように

なった。それまでは，ＤＯＲのＤＩ値の振幅が最

も大きく景況の変動をはっきり捉えていた。そ

して，振幅が小さく全体に低めをはうように動

いている企業庁調査のＤＩ値との中間を行くの

が中小公庫調査の結果であった。それが９７年第

Ⅱ四半期以降，ＤＯＲと中小公庫調査の業況判断
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ＤＩ（前年同期比）が同じ企業を対象としている

のではないかと思えるほどＤＩ値が重なるよう

になってきたのである。

　この三つの調査の回答数ならびにその業種

別・規模別分布は表１のとおりである。ＤＯＲの

業種分布は，小売業の割合がやや低く，製造業

の割合がやや高くなっているが，全体として企

業庁調査のそれに近くなっている。これにたい

し，中小公庫調査の方は製造業が５割以上を占

め，両者に比べ製造業の割合が高い調査となっ

ている。にもかかわらず，ＤＯＲと中小公庫調査

の方が，業況判断ＤＩが近い値をとるようになっ

ているのである。

　これは，従業者規模においては，ＤＯＲと中小

公庫調査が類似しているからである。中小公庫

調査の場合，規模区分が３０人を境にしている点

や正規・臨時の区別がないなどの点でＤＯＲと

比較しづらいところがあるが，ＤＯＲの従業者規
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図１. 業況判断ＤＩ（前年同期比）

表 1．調査別回答数

ＤＯＲ調査中小公庫調査中小企業庁調査

1,040 社7,232 社17,581 社全体

18.20%8.60%13.00%建設業

35.80%52.60%29.40%製造業

15.30%12.40%7.40%卸売業

9.40%6.40%34.20%小売業

14.80%11.90%16.80%サービス業

37.5%　　(29.5％)38.0%(30 人未満 )
小規模（建設 ･製造 20 人
未満、卸・売・サービス 5
人未満）が 7割

20 人未満＊

32.9%　　(31.3％)21.4%（30 ～ 49 人）20～49人＊

15.6%　　(20.4％)22.20%50 ～ 99 人

7.8%　　 (12.4％)18.40%100 人
注）2000 年 7-9 月期調査。中小公庫は 30 人未満と 30 ～ 49 人区分、正規・臨時の区別なし。ＤＯＲの規模は、正規従業者規模

（カッコ内は正規+臨時）である。



模を正規プラス臨時従業者数にして比べた場合

（表１の括弧内），両者の授業者規模別分布ほぼ

同様であることがわかる。そして，この両者に

比べると企業庁調査の従業者規模はかなり小さ

く，小規模企業中心の回答となっている。こう

して，９７，９８年の金融危機以降，ＤＯＲと中小公

庫調査の結果が近づいていることで，同規模層

の企業活動の自由度が狭められてきていること

がわかる一方，この両者と企業庁調査の結果が

開くことで，業況面での規模別格差が進んでき

たこともわかる。

（２） 業況判断の背後に生じている変化

　図２は，販売単価ＤＩ（上昇マイナス下降の割

合％）の推移である。９２年第Ⅰ四半期まではＤＯ

Ｒの販売単価ＤＩの方が高い値をとっていたが，

それ以降，ＤＯＲの販売単価ＤＩが中小公庫調査

の販売価格ＤＩを若干下回りながら，二人三脚で

歩むかのようにほぼパラレルな動きを示してい

る。これもまた驚くほど変化方向の把握は一致

しており，ＤＩ値の差も５～１０％程度である。Ｄ

ＯＲの販売単価ＤＩの方がなぜ低い値をとってい

るかについてははっきりした根拠は得られない

が，おそらくは３択の場合ＤＯＲの方が中間的回

答が少なく判断が常にはっきりしていることと

関係していると思われる。それゆえに，９２年第

Ⅰ四半期まではＤＯＲの方が継続して高く，それ

以降継続して低くなっているのである。そして，

そうであれば，実態はＤＯＲの方によりはっきり

と示されていると見るべきである。

　販売単価ＤＩでもう一つ注目されるのは，それ

が９０年代以降の景気の後退をはっきり捉えてい

る点である。バブル崩壊後，９７年第Ⅱ四半期以

降，そして００年第Ⅳ四半期以降の販売単価ＤＩの

低下を見ていただきたい。販売単価下落に歯止

めがかからない状態のまま景気後退のたびにさ

らなる販売単価の引き下げに見舞われているわ

けである。０２年第Ⅳ四半期には再び低下の兆し

が現れている。企業経営にとっては大変な重圧

となってこざるを得ない。

　図３は，設備投資の実施割合の推移である。

中小公庫調査７,５００社前後，ＤＯＲ１,０００社前後で

まったく異なる企業集団であるにもかかわらず，

この実施割合の数値にも驚かされる。ＤＯＲの場

合，回答の季節性を示すジグザクがあるものの，

それを除くと実施割合％は非常に近い値をとっ

ている。９７年第Ⅰ四半期までは５％の差もない

ように見える。ところが，それ以降はＤＯＲの方
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が継続的に値が上回るようになり，その差が広

がってきているのである。業況判断ＤＩとまった

く逆の展開であり検討が必要なところとなって

いる。

　もう一つ触れておきたいのが長・短期資金の

借入れ難度である。図４はＤＯＲ定期調査におけ

る短期資金の借入れ難度ＤＩ（困難マイナス容易

の割合％）である。９８年の金融危機が難度感の急

激な上昇という形で実にはっきりと捉えられて

いる。長期資金の借入れ難度ＤＩについてもほほ

同様の軌跡を描いている。９７年９８年における借

入れ難度の急激な上昇および９９年に入ってから

の沈静化はＤＯＲに特有の動きではなく，中小公

庫調査でもほぼ同様の動きを示しており，金融

機関の貸渋りが中小企業全体を襲っていたこと

が分かる３）。

　そして，その上で注目しておきたいのは，Ｄ

ＯＲと中小公庫調査において借入れ難度ＤＩの差

が広がっていることである。業況判断ＤＩにおい

ては９７年第Ⅱ四半期以降急速な接近を見せてい

るのにたいし，設備投資実施割合においてはＤ

ＯＲが中小公庫調査を上回り，超・短借入金の借

入れ難度ＤＩについては，中小公庫調査の方が上

回りその差が拡大してきている。このように，

ほぼ同規模ではありながら，底流では厳しい経

営環境にどう立ち向かうかについて，ＤＯＲと中

小公庫調査の対象企業では対応の仕方が異なっ

てきていることがわかる。

２　価格下落の進行

（１）９８年金融危機と貸し渋り

　図４で見たように，９７，９８年の金融危機は，長・

短期資金の借入れ難度ＤＩにはっきり現れてい

た。９０年代初めのバブル経済崩壊以降，資産価

格の低下の中で金融機関は保有株式の売却によ

る益出しを通じて，不良債権処理をしのいでき

たけであるが，９７年にはそうした対応が大きな

壁にぶつかり，中小企業への貸し渋りから貸し

はがしへと事態が進んだのである。この時期の

借入れ難度感がまったく異なる対象集団におい

てほぼ同様の急上昇をみせている。対象集団の

資金繰り面での差は難度ＤＩの高さの差となっ

て現れているが，変化方向はほぼ同じである。

こうして，企業家意識調査であるから主観的で

実態がとらえられないということは決してなく，

否むしろ問題によっては極めてリアルに状況を

捉えうることがわかる。

　中小企業家同友会では，９７，９８年の金融危機

の企業経営への影響を捉えるために，ＤＯＲ対象
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図３. 設備投資実施割合



企業の枠を越え，広く会員企業を対象に，金融

機関の貸し渋りの実態，特別信用保証制度の利

用状況について特別調査（９９年『金融問題実態調

査』）を実施した。ＤＯＲの定期調査の回答が１,０００

社前後であるのに対し，この特別調査では３,２４６

社もの回答が得られ。当時の状況を捉える貴重

な資料となっている４）。

　この調査結果によれば，金融機関による中小

企業への貸し渋りは，９７年第Ⅳ四半期から増加

し，緊急対策としての特別信用保証制度がス

タートした９９年第Ⅳ四半期（１０月）にはいっそう

増え，その後９９年下期よりやや沈静化してきて

いる。他機関で同様の調査を行っていれば，ほ

ぼ同様の結果が得られたと考えられる。

　また，特別信用保証制度については，約半数

の１,６６７社が利用したと答えており，その利用目

的は運転資金７４.１％，設備資金１３.６％，返済資金

２３.４％となっており，圧倒的多数が運転資金で

あり，中小企業の資金繰りがどのようであるか

の一端が伺える。むろん，資金繰りに困らない

状況での利用が皆無であったわけではない。し

かし，多くは，運転資金を借り入れ，入金後返

済していくという形で資金繰りがついていく構

造にあり，この時期，特別信用保証制度導入に

よって一息つくことができ，倒産の連鎖に一定

の歯止めがかけられたことは間違いない。

（２）価格下落の進行と対応

　９０年代以降のバブル経済崩壊後の不況で特徴

的なことは，資産の下落のみでなく，製造業を

中心に販売単価の下落が激しく進んでいるとこ

ろにある。すでに図２で見たように，ＤＯＲと中

小公庫調査の販売単価ＤＩは若干の差をとりな

がらもほとんど同じ動きを示している。９５年に

急激な円高に見舞われたころ，輸入価格の低下

にもかかわらず，販売単価ＤＩは落ち着く気配を

見せていた。しかし，９７年の景気後退で再び激

しい低下傾向を示し，いまだにそこから脱する

ことのできない状況が続いている。

　企業が低価格対応するためには，下請け，外

注，仕入コストを徹底して下げざるを得ない。

そのため取引関係の抜本的な見直しが必要とな

る。仕入部品単価が９０年代前半の数１０分の１程

度にまで下がったというケースもまれではない。

こうした価格低下について，ＤＯＲ定期調査では，

０１年第Ⅱ四半期にオプション項目を設けて価格

低下の原因をどのように考えているかについて

回答を求めた５）。中小企業家の意識としては，
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技術革新によるコスト低下の成果と見る見方は

ほとんどなく，「同業種中小企業間の過度競争」

が価格低下の原因のトップであり，その背後に

「消費需要自体の急減」があるとみている。そし

て，価格低下を加速するものとして，「同業種大

手のダンピング」や「官公需の入札価格の低下」

があるととらえている。「同業他社の安価な輸入

品の急増」によるという回答は，製造業で２０％弱

に達しているのみで，建設業やサービス業では

５％を切っている。

　このように中小企業家の眼前にあるものは，

競争の激化であり需要の減退である。しかし，

問題はその背後で何が進行しているかである。

ＤＯＲ定期調査の経営上の問題点を見ると，「同

業者間の価格競争の激化」６０％，「販売先からの

値下げ要請」４０％というように依然として価格

引下げ圧力の強いことがわかる。

　では，こうした価格下落にどのように対応し

ているか。図５は，同じく０１年第Ⅱ四半期ＤＯＲ

オプション調査５）からで，価格下落への対応を

業況の判断別に見たものである。業況の好転，

悪化にかかわらず，「自社コストの削減で価格引

下げ」割合が最も高い。また，同時に「取引先へ

の価格引下げ要請」の割合も高く，特に業況が悪

化しているほどそうした対応をせざるを得なく

なっている。ようするに仕入価格引下げによる

コスト削減である。むろんこれで取引先が対応

できれば良いわけだが，必ずしもそのようには

いかない。

　そのため，「コスト削減できなくとも価格引下

げ断行」をせざるを得なくなる。経営理念の策定

運動をはじめ経営のあり方について研究に余念

のないＤＯＲ企業において，その割合が２割近く

に上っていることは驚きであり，危機への第一

歩を感じざるを得ない。同じ調査で業況判断が

悪化している企業層に限定してみると，価格下

落への「対応策がほとんど取れない」が２割以上

に達している。そのようになると，体力がどれ

だけ持つかの勝負とならざるを得ず，基礎体力

が弱い場合には倒産・廃業の危険にさらされる

ことになる。
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図５. 価格下落への対応－ 01 ｢ ＤＯＲオプション調査より 
業況判断別



３　倒産・廃業の影響

（１）取引先の倒産・廃業の増加

　同時多発テロの衝撃も覚めやらない２００１年暮

れ，経営に深刻な影響を与えていると考えられ

る幾つかの項目をえらび，その影響の有無につ

いてＤＯＲオプション調査が行われた。結果は，

影響有りの割合で，取引先の倒産の影響が

６４.５％，取引先のリストラの影響が５７.４％，ＩＴ

不況の影響が５７.２％，同時多発テロの影響４８.０％，

安価な輸入品増の影響４５.５％，貸し渋りの影響

３２.０％となり，取引先の倒産・廃業あるいはリス

トラによる影響が非常に高い割合に達している

ことが明らかになったのである。

　この結果を受けて，２００２年第Ⅰ四半期のＤＯＲ

調査においても，取引先企業の倒産・廃業の影

響についてオプション項目が設けられ，その影

響の内容，与信管理・リスク管理の方法なども

調査された。ここでも，取引先の倒産・廃業を

経験している企業は６割をこえ，その６５％（回

答全体の４０％）が，債権回収が不能になったと答

えている。

　こうしたＤＯＲオプション調査の結果を踏ま

え，２００２年８月には，ＤＯＲ定期調査の対象企業

のみでなく，広く会員企業全体の動向を把握す

べく，「『経営環境の変化と対応』アンケート調

査」（２００２年ＤＯＲ特別調査）が実施された。調査

内容は，取引先の倒産・廃業の影響，経営環境

変化への対応，地域経済の空洞化の実態，自社

の海外展開の状況である。全会員調査ではない

が，全国各地の同友会の協力が得られ，４,０２９社

の会員企業から回答が得られた６）。これは，９９

年に実施された「金融問題特別調査」の３,２７０社

を大幅に上回るもので，現下の厳しい実態を深

刻に受け止めている姿が浮き彫りにされている。

今後，この調査をもとに，会員企業が厳しい現

状をどのように捉え，どのように対応している

かを明らかにし，中小企業の経営課題を明らか

にすることに役立てられることになる。

（２）２００２年特別調査の実施

　今回の特別調査の業種，地域，規模分布は表

２の通りである。四半期で行われているＤＯＲ定

期調査の回答規模は，２００２年第Ⅱ四半期までの

平均でいうと，正規従業者２０人未満３５.５％，２０

人以上５０人未満３４.７％，５０人以上１００人未満

１７.９％，１００人以上８.９％である。特別調査の結果

7ＤＯＲ特別調査にみる企業環境の変容

表２．2002 年ＤＯＲ特別調査回答数
不明その他サービス業流通・商業製造業建設業構成比％合計

51894112231109733100.04029合計
0.423.430.427.518.2－100.0構成比％（横）

1615224813715117.2695北海道・東北全
国
6
地
域
別

1416017219910916.0645関東
-415019522413117.5704北陸 ･中部
2112519226611817.5704近畿
-－1271771297712.7510中国・四国
1322723915414719.1771九州・沖縄
-5192198806213.35375 人未満正

規
規
模
別

-721426019520922.08855 人以上 10 人未満
1222027228021624.699110 人以上 20 人未満
-217228635217324.498520 人以上 50 人未満
-174130134499.638850 人以上 100 人未満
-1456746134.3172100 人以上
-524623418012519.67901000 万円未満資

本
金
規
模

1332246243021835.614361000 万円
-312821621318118.47411000 万円超 3000 万円未満
-16014915113512.34963000 万円以上 5000 万円未満
-45712498538.33365000 万円以上



では，２０人未満５９.５％であるから，ＤＯＲ定期調

査に比べると，回答企業の規模がかなり小さく

なっていることがわかる。これは，ＤＯＲ定期調

査の場合，四半期での回答に対応できる会員企

業に調査を委嘱するため，結果として従業者規

模が会内平均より大きくなってしまうためであ

る。

　９９年の「金融問題特別調査」の際も正規従業者

規模２０人未満の企業が５７.７％あり，今回とほぼ

同様の回答分布となっている。こうした２回の

経験から見て，会員企業の全体状況が捉えられ

るのはこの特別調査においてであるということ

がわかる。そして，その中でやや規模が大きく，

仕組みの確立した企業からの回答としてＤＯＲ

定期調査の結果を捉えておく必要がある。また，

こうした従業者規模の差はそもそも回答企業の

業種分布の差から生じているのであり，特別調

査の結果は定期調査に比べ，製造業の割合が

５％ほど低く，その分サービス業が５％ほど高

い構成となっている。

　資本金規模別には，全体の３５.７％が１０００万円

ちょうどであり，株式会社の最低資本金に合わ

せた規模になっている。また，１９.６％が１０００万

円未満で，有限会社等の株式会社以外の会社形

態であることも特徴的である。これは専門サー

ビス業からの回答が一定数に上ったことと関係

している。

　全体的な印象でいうと，中小企業金融公庫の

『中小企業動向調査』の対象企業の規模に近いの

が，ＤＯＲの定期調査であり，中小企業庁・中小

企業事業団の『中小企業景況調査』の対象企業の

規模に近いのがＤＯＲ特別調査の結果であると

捉えることができる。

（３）取引先の倒産・廃業の影響

　図６は，過去１年間で取引先の倒産・廃業が

あった割合を，２００２年第Ⅰ四半期のＤＯＲオプ

ション調査と２００２年ＤＯＲ特別調査で比較した

ものである。両調査で平均従業者規模に差があ

ることはすでに見た通りであるが，取引先の倒

産・廃業があった割合は，いずれの調査でも６

割を超え大変高い割合になっており，企業規模

に関わらず取引先に大きな変調が起きてきてい

ることがわかる。
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図６．過去１年間の取引先の倒産・廃業の有無



　この二つの調査で差が最も大きいのは建設業

で，１３％の開きがある。これは，ＤＯＲ定期調査

における建設業は，建設業の一般水準に比べ業

況判断ＤＩなども比較的高く，良好な取引関係を

維持しているケースが多いためであると考えら

れる。これにたいし，特別調査においては建設

業も，取引先の倒産・廃業があった割合は６３.３％

と平均的な数字に達している。業種別で取引先

に倒産・廃業があった割合が最も高かったのは

流通・商業で，特別調査では実に７割を超える

結果となっている。流通・商業の場合，仕入や

販売において中小零細企業が取引先であること

が多く，不況に加えて高齢化の進んでいる自営

業者の倒産・廃業が進んでいることがこうした

数字に表れている。

　特別調査の従業者規模が小さくなった理由は，

サービス業の回答が定期調査より多かったこと

によるが，取引先の倒産・廃業があったとする

割合では，定期調査のサービス業よりも特別調

査のサービス業の方が低くなっている。これは，

専門サービス業など規模の小さいサービス業に

おいて取引先の範囲が比較的狭く，その分取引

先の倒産・廃業の割合が少なかったためである。

　図７は，倒産・廃業した取引先企業との関係

が何であったかを聞いたものであるが，ここに

は業種の違いによる取引先の違いがはっきりと

現れている。業種別に多いのは，建設業の場合

は受注先，製造業の場合は受注，販売先，流通・

商業の場合は仕入，販売先，サービス業の場合

は受注，販売先である。そして，それがそのま

ま反映して，倒産・廃業した取引先の割合と

なって現れている。

　受注先倒産・廃業の場合は，完成品代金の受

け取りはできず，生産仕掛りの経費の回収すら

ままならないことが多い。また，販売先倒産・

廃業の場合はもっと深刻で，完成品にまで仕上

げ，商品販売した後，販売先が倒産・廃業とな

り，その代金そのものの回収が困難となってし

まう。そのため，受注先，販売先に倒産・廃業

が多かった場合，その影響として「債権化回収が

困難になった」割合が大変高くなってくる。図８

は，取引先企業の倒産・廃業の影響を聞いたも

ので，受注先，販売先での倒産・廃業が最も多

かった製造業において，債権回収が不可能に
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図７．倒産・廃業した取引先企業との関係



なった割合が最も高くなっている。

　取引先に倒産・廃業があった割合が６５.４％で，

そのうち５４.６％で債権回収が不可能になってお

り，したがって，全体で３５.７％の企業が債権回

収不能という事態を経験していることになる。

業種別には，債権回収が不可能になった割合の

最も高かった製造業で３７.０％，取引先の倒産・廃

業の割合の最も高かった流通・商業で３８.３％と，

これらの業種では，実に１０社に４社に近い割合

で債権回収困難という事態に直面している。
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図８. 取引先企業の倒産・廃業の影響

図９. 地域産業の空洞化の進行



４　経営環境変化への対応

（１）地域産業の空洞化の進行

　取引先企業の倒産・廃業の増加は，地域産業

の空洞化と結びついている。特別調査のもうひ

とつの柱は，海外展開に伴う地域産業の空洞化

の実態を捉えることである。図９は，自社の所

在地域で産業の空洞化が進んでいるかどうかを

聞いた結果である。「進んでいる」との回答割合

が最も高いのは製造業で，４６.７％の企業が進ん

でいると答え，「今後進みそう」をいれると

７２.６％になり，全体平均の５８％を大きく上回っ

ている。これは，大企業の製造工場の海外展開

に伴い製造業の集積地で空洞化が進んでいるこ

とと，そうした事態の進行に製造業の場合こと

のほか敏感にならざるを得ないからである。

　このことは図１０によく現れている。図１０は，

空洞化によってどのような問題が生じているか

を聞いた結果で，製造業においては，倒産・廃

業の増加という回答が５４.５％と抜きん出ており，

次いで，その結果としての雇用の悪化，消費低

迷による商店街の衰退と続いている。全国各地

で商店街の衰退は目を覆うばかりの状況にある

が，製造業地域ではむしろ取引先の倒産・廃業

の進行の方がより強烈に映っていることと思わ

れる。このところ大手製造工場の海外移転の予

定が次々と発表されており，そうなると産業集

積の崩壊がいっそう進まざるをえないことにな

り，雇用悪化，消費低迷，倒産・廃業増加の悪

循環から抜け出すことがますます困難になって

くる。

　地方どこに行っても商店街のシャッターが下

りたままの姿を目にするようになってきている

が，これが都市部にも波及してきているのが最

近の状況である。図１０の流通・商業，サービス

業の回答をみると，「消費低迷による商店街の衰

退」が４０％以上と大変高い割合に達しており，

「倒産・廃業の増加」，「雇用悪化」と肩を並べる

にいたっている。このように，製造業集積地で
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図 10. 空洞化によって生じている問題



空洞化が進み，消費基地である商店街も衰退す

るという，生産と消費の両面にわたる弱体化に

直面し，日本経済は尋常でない状況に陥ってき

ている。

　特別調査では，自社の海外展開（海外移転，生

産委託）の状況についても聞いているが，「すで

に進出している」，「すでに生産委託している」は，

製造業でそれぞれ５.１％，８.３％で，「現在検討中」

も９.９％と世に言われているほど高い割合では

ない。むしろ「海外進出する予定はない」４２.７％

が目立つくらいである。これは，「国内立地でな

ければ成り立たない」が製造業においても依然

として多いと捉えられているためである。これ

が本当にそうかということが今後問われてくる

ことになる。

（２）経営環境変化への対応

　２００２年ＤＯＲ特別調査では，こうした経営環境

の変化にたいして，企業組織面と雇用・採用面

でどのような対応をしてきているかも聞いてい

る。表３は，企業組織面での対応で，全体の第

１位は「財務体質の強化」で，建設，流通・商業

が全体を引き上げている。これにたいし，製造

業，サービス業では得意分野の絞込みが第１位

になっており，取り扱っている製品・サービス

に相当な工夫を凝らさないと生き残れないこと

が認識されている。そのため，「情報化の強化」，

「専門分野の人材確保・教育」が重視されている。

また，組織面では，「企業組織のスリム化」を図り

ながら，「新規事業部門を新設」させてきている。

この厳しい状況にありながら，４社に１社の割合

（２７.２％）で新規事業部門の新設が行われている

ことは注目される。

　ところで，表３は表側にも経営環境変化への

対応をとっている。これは，それぞれの対応が，

他のどのような対応を伴いながら実施されてい

るかを見るためである。第１位の「財務体質の強

化」についていえば，他にもまんべんなく対応が

試みられていることに特徴があるが，それらの

うち特に高いのが「情報力の強化」，「得意分野の

絞込み」，「企業組織のスリム化」であり，「情報力

の強化」と結びついて「専門分野の人材確保・教

育」にも力が入れられている。また，「情報力の強

化」の内容としては，「各種ネットワーク化の推

12 企業環境研究年報　第７号

表 3. 経営環境への対応クロス表

特
に
対
応
な
し

そ
の
他

専
門
分
野
の
人
材
確
保
・
教
育

情
報
力
の
強
化

新
規
研
究
開
発
の
促
進

得
意
分
野
の
絞
込
み

財
務
体
質
の
強
化

各
種
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
の
推
進

低
価
格
化
戦
略
の
推
進

海
外
生
産
へ
の
移
行

共
同
事
業
、協
同
組
合
へ
の
加
入

系
列
や
下
請
制
か
ら
離
脱

持
ち
株
会
社
化

事
業
所
を
縮
小
・
集
約
化

事
業
所
の
増
設
、
新
設

事
業
組
織（
部
門
）の
分
社
化

企
業
組
織
の
ス
リ
ム
化

既
存
業
務
部
門
か
ら
の
撤
退

新
規
事
業
部
門
を
新
設

新
業
務
へ
の
全
面
転
換

合
計

表側合計欄のみ実数、他は
横％

4.2 5.2 23.9 30.4 17.4 34.8 36.6 15.1 18.2 2.3 3.3 3.6 0.5 6.8 8.5 4.6 27.6 3.1 27.2 2.3 4029合計
0.0 1.1 14.3 27.5 24.2 36.3 27.5 13.2 12.1 2.2 4.4 11.0 2.2 11.0 9.9 3.3 25.3 7.7 28.6 100.0 91新業務への全面転換
0.1 2.8 23.8 27.3 20.6 26.6 33.1 17.7 15.1 3.7 4.6 3.9 1.1 5.5 12.2 6.4 22.0 4.7 100.0 2.4 1096新規事業部門を新設
0.0 0.8 25.2 22.0 16.3 42.3 35.8 12.2 11.4 1.6 4.9 6.5 0.8 16.3 9.8 6.5 42.3 100.0 42.3 5.7 123既存業務部門からの撤退
0.3 3.6 19.0 27.7 14.9 32.8 43.0 13.7 21.0 2.8 3.1 3.9 0.3 13.0 4.7 5.1 100.0 4.7 21.7 2.1 1110企業組織のスリム化
0.0 1.6 31.5 33.7 17.4 28.3 41.8 17.4 15.8 5.4 6.0 3.3 1.6 10.9 16.3 100.0 31.0 4.3 38.0 1.6 184事業組織（部門）の分社化
0.0 3.8 34.6 27.6 19.8 27.0 36.9 17.4 15.7 4.4 4.1 3.5 2.0 6.1 100.0 8.7 15.1 3.5 39.0 2.6 344事業所の増設、新設
0.7 2.9 15.8 19.9 9.2 30.9 38.6 13.2 21.0 2.2 4.8 2.6 0.7 100.0 7.7 7.4 52.9 7.4 22.1 3.7 272事業所を縮小・集約化
0.0 0.0 15.0 20.0 15.0 30.0 35.0 25.0 0.0 0.0 5.0 10.0 100.0 10.0 35.0 15.0 15.0 5.0 60.0 10.0 20持ち株会社化
0.0 3.4 23.3 30.8 19.9 47.9 34.9 17.1 17.8 4.8 3.4 100.0 1.4 4.8 8.2 4.1 29.5 5.5 29.5 6.8 146系列や下請制から離脱
0.8 3.0 20.3 35.3 19.5 33.1 36.8 38.3 14.3 3.8 100.0 3.8 0.8 9.8 10.5 8.3 25.6 4.5 37.6 3.0 133共同事業、協同組合への加入
0.0 2.2 15.1 35.5 28.0 32.3 39.8 22.6 26.9 100.0 5.4 7.5 0.0 6.5 16.1 10.8 33.3 2.2 44.1 2.2 93海外生産への移行
0.3 4.4 22.3 33.2 17.4 34.4 40.7 17.1 100.0 3.4 2.6 3.5 0.0 7.8 7.3 3.9 31.7 1.9 22.4 1.5 735低価格化戦略の推進
0.3 3.4 33.2 49.4 24.1 40.2 40.4 100.0 20.7 3.4 8.4 4.1 0.8 5.9 9.9 5.3 25.0 2.5 31.9 2.0 609各種ネットワーク化の推進
0.1 3.5 28.2 37.7 17.9 40.7 100.0 16.7 20.3 2.5 3.3 3.5 0.5 7.1 8.6 5.2 32.4 3.0 24.6 1.7 1473財務体質の強化
0.1 3.3 27.3 36.4 21.1 100.0 42.8 17.5 18.1 2.1 3.1 5.0 0.4 6.0 6.6 3.7 26.0 3.7 20.8 2.4 1401得意分野の絞込み
0.1 3.4 32.6 41.7 100.0 42.0 37.6 20.9 18.2 3.7 3.7 4.1 0.4 3.6 9.7 4.6 23.5 2.8 32.2 3.1 702新規研究開発の促進
0.2 2.3 34.3 100.0 23.9 41.6 45.4 24.6 19.9 2.7 3.8 3.7 0.3 4.4 7.8 5.1 25.1 2.2 24.4 2.0 1225情報力の強化
0.3 2.4 100.0 43.7 23.8 39.8 43.3 21.0 17.1 1.5 2.8 3.5 0.3 4.5 12.4 6.0 22.0 3.2 27.2 1.4 961専門分野の人材確保・教育
1.9 100.0 11.1 13.5 11.5 22.1 25.0 10.1 15.4 1.0 1.9 2.4 0.0 3.8 6.3 1.4 19.2 0.5 14.9 0.5 208その他
100.0 2.4 1.8 1.8 0.6 1.2 1.2 1.2 1.2 0.0 0.6 0.0 0.0 1.2 0.0 0.0 1.8 0.0 0.6 0.0 168特に対応なし



進」が第１であることもわかる。

　では，４社に１社の割合で回答があった「新規

事業部門の新設」，「企業組織のスリム化」はどう

か。この二つは，他方が一方の前提となる場合

もあれば，まったく別個である場合もある。す

なわち，企業組織のスリム化についていえば，

新規事業を立ち上げる前提としてのスリム化，

得意分野を絞り規模を縮小し堅実化するための

スリム化，そして市場の縮小に押される一方の

スリム化などがある。図１１は，「新規事業部門の

新設」を選択したケースと「企業組織のスリム

化」を選択したケースに分けて経営環境変化に

対する対応を比較したものである。

　新規事業部門の新設と企業組織のスリム化と

いうことであるから，事業所の増設・縮小では

対照的な結果が出ている。その上で，企業組織

のスリム化の場合は，「低価格戦略の推進」，「財

務体質の強化」，「得意分野の絞込み」というまさ

にスリム化に不可欠な対応に力点が置かれてい

る。これにたいし，新規事業部門の新設の場合

は，「各種ネットワーク化の推進」，「新規研究開

発の促進」，「専門分野の人材確保・教育」に力点

が置かれ，事業面で新たなものを作り出すプロ

セスにあるという点ではっきりと差がでている

ように思われる。むろん，これは「新規事業部門

の新設」をなしえた結果でもある。

（３）海外展開の有無と環境変化への対応

　では，雇用・採用面との関連はどうか。表４

は，雇用・採用面での対応と経営環境変化への

対応をクロスさせたものである。雇用・採用面

での対応としては，「アルバイト・パートの活用」

が３５％で第１位であり，これにより引き続き人

件費の節減に努めていることがわかる。９７年に

ＤＯＲ定期調査の委嘱企業を対象に『会内経営実

態調査』が行われ，その際にやはり雇用・採用面

の対応を聞いているが，ここでも「アルバイト・

パートの活用」が第１位になっており，同様の傾

向が続いていることがわかる。また，人員削減

（リストラ）もたしかに進んでいるが，それを上

回るくらい，大企業ならびに大企業以外からの

中途採用が進んでいる。さらに新卒採用では，
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図 11. 経営環境へ変化の対応－部門新設・スリム化別－



その拡大が縮小を若干ではあるが上回っている

ことなどが注目される。

　図１２は，この雇用・採用面の対応を，「新規事

業部門の新設」を選択したケースと「企業組織の

スリム化」を選択したケースとに分けて見たも

のである。どちらも，「アルバイト・パートの活

用」に力を入れていることは共通している。しか

し，その他の対応についてはかなり対照的な結

果が得られている。とりわけ違いが大きいのは，

「人員削減（リストラ）」である。ここでは２０％近

い差が出ている。「新卒採用の拡大・縮小」に関

しても対照的な結果となっている。このように，

「新卒採用の縮小」や「人員削減（リストラ）」は主

として「企業組織のスリム化」型対応の帰結と

なっている。これにたいし，「新規事業部門を新

設」においては，「新卒採用の拡大」，「高齢者雇用

の拡大」，「女性雇用の拡大」，「大企業からの中途

採用」，「大企業以外からの中途採用」がより重視

されており，雇用・採用面での動きが感じられ

るところとなっている。

　では，「新規事業部門の新設」はどのような

ケースで進んでいるのだろうか。図１３は，自社

の海外展開の有無に関する問いで，「海外展開し

ている」（「生産委託している」，「海外進出してい

る」）と答えたケースと「海外展開の予定はない」

とするケースに分けて経営環境変化への対応を

比較したものである。比較の性質上，「海外生産

への移行」の項については省いてある。一見して

明らかなように，「海外展開している」方が「海外

展開の予定なし」よりも「新規事業部門の新設」，

「事業所の増設，新設」が多く，そこには有意な

差が生まれている。こうして，「新規事業部門の

新設」は主として「海外展開している」ケースで

生じていることがわかる。さらに注目すべきは，

「新規研究開発の促進」においても，「海外展開し

ている」ケースの方が大きく上回っている点で

ある。生産委託の場合も実際の進出の場合も，

海外に何を移し，国内で何を行うかという問題

と真剣に向き合わなければならない。そうなれ

ば必然的に新規研究開発を怠るわけにはいかず，

その結果がここには現れている。

　しかも，「企業組織のスリム化」においても「海

外展開している」方が上回っている。こうして，

海外展開に正面から向き合うという中で，企業

組織全体が一段高いレベルを目指して動きこう

としている姿が伺える。海外展開していない理
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表 4. 雇用・採用面から見た経営環境変化への対応
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化
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の
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業
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門
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設

新
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務
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の
全
面
転
換

合
計

表側合計欄のみ実数、他は
横％

4.25.223.930.417.434.836.615.118.22.33.33.60.56.88.54.627.63.127.22.34029合計
2.75.441.334.822.936.745.816.718.82.73.53.11.03.321.36.220.43.533.73.3520新卒採用の拡大
1.24.922.132.221.732.446.419.324.52.63.73.30.011.45.65.642.72.828.92.6429新卒採用の縮小
4.32.230.428.319.632.637.021.721.74.36.54.30.06.517.413.026.110.941.32.246障害者雇用の拡大
3.04.530.634.317.035.540.022.619.25.37.93.00.87.514.08.729.16.034.03.4265高齢者雇用の拡大
2.25.033.634.617.641.839.317.315.71.65.01.90.35.315.410.422.02.837.11.9318女性雇用の拡大
1.84.942.935.027.035.842.025.225.24.44.05.31.35.816.88.423.53.538.14.0226大企業からの中途採用
1.54.439.338.122.437.243.617.123.02.73.84.40.66.316.15.521.33.437.63.6527大企業以外からの中途採用
3.01.528.429.920.929.938.826.920.914.910.49.00.010.416.411.925.47.532.83.067外国人の採用
2.05.632.332.325.137.144.219.919.13.65.24.40.07.69.27.632.73.232.71.2251期間限定雇用の利用
0.74.415.921.913.930.943.110.422.93.33.54.40.419.24.84.962.56.023.02.4547人員削減（リストラ）
2.54.125.030.718.037.040.416.619.42.23.54.10.79.210.76.431.93.530.62.11406アルバイト・パートの活用
2.92.929.438.220.623.555.920.620.60.02.90.02.911.85.911.850.00.044.12.934早期定年制の導入
2.34.828.133.517.933.843.813.629.32.62.03.70.06.58.27.135.23.728.71.7352退職後の再雇用制の導入
2.218.534.836.125.133.940.118.118.10.93.51.80.94.410.16.627.33.124.23.1227その他
10.65.814.732.014.035.829.113.613.11.52.73.40.34.03.42.617.51.820.61.6880特になし



由には，「地域・顧客密着など国内立地でなけれ

ば成立しない」２９.１％，「国内地域立脚にこだわ

りたい」１４.３％，「進出しなくても十分競争力が

ある」７.１％というものもある。しかし，そうし

た場合も，海外展開をする場合に劣らぬ不断の

企業強化の取り組みが必要となってきている。
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図 12. 雇用・採用面の対応―部門新設・スリム化別―

図 13. 経営環境変化への対応―海外展開の有無別―



むすびにかえて

　以上，定期調査でのＤＯＲの特徴から，オプ

ション調査の結果，そして独自に行われたＤＯＲ

特別調査の結果まで見てきた。これにより、こ

の間，経営環境がいかに変化し，会員企業がそ

の変化にいかに対応しようとしてきたかの一端

を知ることができた。しかし，それぞれの調査

が限られた調査票の範囲内で行われることから

くる制約があることもまた事実である。『経営環

境の変化と対応』アンケートもまたしかりで，Ｂ

４サイズ１枚に取引先の倒産廃業の状況，経営

環境変化への対応，空洞化の現状，海外展開の

現状という多様な内容が盛り込まれるわけであ

るから，ひとつひとつの項目で問える内容は限

られてこざるをえない。これを補うのは個別事

例の調査である。そのため，全国協議会でヒア

リングが実施されてきており，その結果にも注

目したい。

　それともうひとつ注目したいのは，景況調査

を行っているいくつかの機関がやはり，オプ

ション調査や特別調査を試みている点である。

中小企業金融公庫の『中小企業動向調査』の付帯

調査「中小企業における雇用調整はどの程度進

展したか」，商工中金の『設備投資動向調査』の付

帯調査「中小企業の今日押す力に関する意識調

査」などがその例である７）。今後，これらの付帯

調査や特別調査にも注目し，比較検討を試みる

必要があると思われる。

１）拙稿「中小企業団体が独自に取り組んだ景況調査
としてのＤＯＲの意義」（中小企業家同友会・全国協
議会・企業環境研究センター『企業環境研究年報』
第６号，２００１年１１月）

２）中小公庫調査と中小企業庁調査の比較検討につい
ては，中小企業総合事業団『中小企業景況調査２０
年の歩み』２０００年１２月を参照されたい。
３）最近の金融環境の悪化については２００２年１～３月
期，７～９月期のＤＯＲオプション調査でとりあげら

れている。
　山口義行「同友会調査に見る企業倒産多発・金融
緩和の影響」（中小企業家同友会全国協議会『中
小企業家しんぶん』２００２年５月１５日号）

　山口義行「広がる『金利引き上げ要請』」（『中小
企業家しんぶん』２００２年１１月５日号）

４）この調査については『企業環境年報』第４号（１９９９
年１１月）で特集が組まれており，以下の論文が収
録されている。
　拙稿「特別信用保証後の中小企業の金融問題」
　阿部克己「不安定要因が累積する中小企業の金融
問題」
　山口義行「中小企業金融の現状と『金融アセスメ
ント』制度」

５）この調査については次に結果概要と評価がまとめ
られている。
　廣江彰「総『ユニクロ化現象』」（『中小企業家し
んぶん』２００２年５月５日号）

６）ＤＯＲ２００２年特別調査については，次の報告があ
る。
　「『経営環境の変化と対応』特別調査報告」（中小
企業家同友会・全国協議会・企業環境研究セン
ター『同友会景況調査報告（ＤＯＲ）』第５９号）

　「グローバル化，空洞化の中で地域密着志向－中
同協『経営環境の変化と対応』特別調査より―」
（『中小企業家しんぶん』２００２年１２月５日号）

７）主な中小企業景況調査と関連する付帯調査・特別
調査には次のようなものがある。
・中小企業金融公庫
『中小企業動向調査』（四半期）対象；取引先約１２,０００
社（回収５割前後）
付帯調査例；「中小企業情報化の現状と見通し」，「中
小企業で雇用調整はどの程度進展したか」

・商工中金
『中小企業月次景況観測』（月次）取引先１,０００社
（２００２年より）聞き取り
『中小企業設備投資動向調査』（年２回）対象；取
引先約５,０００社（回収５割前後）

付帯調査例；「中小企業のインターネット利用等に
関する調査」（２００１年８月）「中小企業の競争力等
に関する意識調査」（２００２年２月）

・国民生活金融公庫
『全国小企業動向調査』（四半期）対象；取引先約
１５,０００社（回収７割前後）

特別調査例；「小企業の販売価格動向」，「新規開業実
態調査」，「『２度目の』開業に関する実態調査」，
「中小企業の銀行借入に関する実態調査」

・信用金庫協会
『中小企業景況調査』（全国，東京都）
附帯調査例；『ペイオフに関する意識調査』（２００２年
８月）

・日本商工会議所
『ＬＯＢＯ（早期経済観測）調査』（月次）
特別調査例；『地域産業空洞化実態調査』（２００２年３
月）
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